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【
こ
の
記
事
の
エ
ッ
セ
ン
ス
】

●
金
融
庁
は
、ル
ー
ル
へ
の
形
式
的
な
対

応
に
と
ど
ま
ら
な
い
開
示
の
充
実
に
向

け
た
企
業
の
取
組
み
を
促
す
た
め
、「
記

述
情
報
の
開
示
に
関
す
る
原
則
」を
公

表
す
る
と
と
も
に
、開
示
の
好
事
例
を

浸
透
さ
せ
る
た
め
、毎
年
、「
記
述
情
報

の
開
示
の
好
事
例
集
」の
公
表・更
新
を

行
っ
て
い
る
。

●
好
事
例
集
で
は
、人
的
資
本
開
示
を
含

む「
サ
ス
テ
ナ
ビ
リ
テ
ィ
に
関
す
る
考

え
方
及
び
取
組
み
に
関
す
る
開
示
例
」や

「
コ
ー
ポ
レ
ー
ト・ガ
バ
ナ
ン
ス
の
状
況

等
ほ
か
の
開
示
例
」を
取
り
上
げ
て
い
る

の
で
、今
後
の
開
示
の
充
実
に
向
け
て

活
用
い
た
だ
き
た
い
。

企
業
情
報
の
開
示
は
、
投
資
家
の
投
資

判
断
に
必
要
な
情
報
を
提
供
す
る
こ
と
を

通
じ
て
、
資
本
市
場
に
お
け
る
効
率
的
な

資
源
配
分
を
実
現
す
る
た
め
の
基
本
的
な

イ
ン
フ
ラ
で
あ
り
、
投
資
判
断
に
必
要
と

さ
れ
る
情
報
を
十
分
か
つ
正
確
に
、
ま
た

適
時
に
わ
か
り
や
す
く
提
供
す
る
こ
と
が

求
め
ら
れ
る
。

金
融
庁
で
は
、
ル
ー
ル
へ
の
形
式
的
な

対
応
に
と
ど
ま
ら
な
い
開
示
の
充
実
に
向

け
た
企
業
の
取
組
み
を
促
す
た
め
、「
記
述

情
報
の
開
示
に
関
す
る
原
則
」⑴
を
公
表

す
る
と
と
も
に
、
開
示
の
好
事
例
を
浸
透

さ
せ
る
た
め
、「
記
述
情
報
の
開
示
の
好
事

例
集
」⑵（
以
下
、「
好
事
例
集
」と
い
う
）の

公
表
・
更
新
を
行
っ
て
い
る
。

好
事
例
集
の
公
表
に
あ
た
っ
て
は
、
投

資
判
断
に
と
っ
て
よ
り
有
益
な
情
報
が
提

供
さ
れ
る
こ
と
を
念
頭
に
、
開
示
が
進
ん

で
い
る
と
考
え
ら
れ
る
企
業
に
は
、
さ
ら

な
る
開
示
の
充
実
を
図
っ
て
い
た
だ
く
こ

と
、
こ
れ
か
ら
取
り
組
む
企
業
に
は
、
開

示
の
底
上
げ
に
役
立
て
て
い
た
だ
く
こ
と

を
目
的
と
し
て
取
組
み
を
進
め
て
い
る
。

本
稿
で
は
、
２
回
に
わ
た
り
、
各
開

示
項
目
の
参
考
と
な
る
開
示
例
を
含

め
、
好
事
例
集
の
内
容
を
紹
介
し
つ
つ
、

２
０
２
６
年
３
月
期
以
降
に
お
け
る
記
述

情
報
の
好
開
示
の
ポ
イ
ン
ト
、
開
示
の
留

意
点
等
に
つ
い
て
紹
介
す
る
。

な
お
、
本
稿
中
の
図
表
は
好
事
例
集
か

ら
部
分
的
に
抜
粋
し
た
も
の
で
あ
る
た
め
、

好
事
例
集
と
合
わ
せ
て
参
照
い
た
だ
き
た

い
。
ま
た
、
本
稿
中
の
意
見
に
わ
た
る
部

分
に
つ
い
て
は
、
筆
者
ら
の
個
人
的
見
解

で
あ
る
こ
と
を
あ
ら
か
じ
め
申
し
添
え
る
。

⑴　

h
ttp
s://w

w
w
.fsa

.g
o
.jp
/n
e
w
s/3
0
/

singi/20190319/01.pdf

⑵　

https://w
w
w
.fsa.go.jp/policy/kaiji/kaiji.htm

l

好
事
例
集
の
概
要

ま
ず
、
好
事
例
集
の
概
要
に
つ
い
て
説

明
す
る
。

金
融
庁
で
は
、
開
示
の
好
事
例
の
検
討

に
あ
た
り
、
投
資
家
・
ア
ナ
リ
ス
ト
・
有

識
者（
以
下
、「
投
資
家
等
」と
い
う
）お
よ

２
０
２
６
年
３
月
期
決
算
に
お
け
る

記
述
情
報
の
好
開
示
の
ポ
イ
ン
ト（
上
）

白
月
　
秀
和

瀬
尾
　
優
典

高
橋
　
敦
子

金
融
庁
企
画
市
場
局

企
業
開
示
課
企
業
会
計
専
門
官 

金
融
庁
企
画
市
場
局

企
業
開
示
課
係
長

金
融
庁
企
画
市
場
局

企
業
開
示
課
企
業
財
務
調
査
官

当  局当  局
解説

び
企
業
の
方
々
に
よ
る
勉
強
会
を
開
催
し

て
い
る
。勉
強
会
で
は
、投
資
家
等
の
方
々

よ
り
、
望
ま
し
い
開
示
に
関
す
る
意
見
を

い
た
だ
き
、
企
業
の
方
々
か
ら
は
、
開
示

の
充
実
に
あ
た
り
実
際
に
行
っ
て
い
る
取

組
み
や
抱
え
て
い
る
悩
み
等
、
さ
ま
ざ
ま

な
現
場
の
声
を
共
有
し
て
い
た
だ
い
た
。

本
事
例
集
は
、
こ
の
勉
強
会
で
議
論
い
た

だ
い
た
内
容
を
踏
ま
え
て
取
り
ま
と
め
た

も
の
で
あ
る
。

好
事
例
集
は
、
大
き
く
２
つ
の
項
目
に

分
け
た
構
成
と
し
て
い
る
。

１
つ
目
は
、「
有
価
証
券
報
告
書（
以
下
、

「
有
報
」と
い
う
）の
サ
ス
テ
ナ
ビ
リ
テ
ィ

に
関
す
る
考
え
方
及
び
取
組
の
開
示
例
」

と
し
て
、
サ
ス
テ
ナ
ビ
リ
テ
ィ
情
報
に
関

す
る
開
示
例
を「
全
般
、
気
候
、
個
別
テ
ー

マ
」、「
人
的
資
本
、
従
業
員
の
状
況
」の
２

つ
の
項
目
に
分
け
、
項
目
ご
と
に
参
考
に

な
る
事
例
等
を
取
り
上
げ
て
い
る
。

２
つ
目
は
、「
有
報
の
コ
ー
ポ
レ
ー
ト
・
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当局解説

適
用
さ
れ
る
こ
と
と
さ
れ
て
い
る
。

好
事
例
集
で
は
、
Ｓ
Ｓ
Ｂ
Ｊ
基
準
に
お

け
る
サ
ス
テ
ナ
ビ
リ
テ
ィ
開
示
ユ
ニ
バ
ー

サ
ル
基
準「
サ
ス
テ
ナ
ビ
リ
テ
ィ
開
示
基
準

の
適
用
」（
以
下
、「
適
用
基
準
」と
い
う
）、

サ
ス
テ
ナ
ビ
リ
テ
ィ
開
示
テ
ー
マ
別
基
準

１
号「
一
般
開
示
基
準
」お
よ
び
サ
ス
テ
ナ

ビ
リ
テ
ィ
開
示
テ
ー
マ
別
基
準
２
号「
気

候
関
連
開
示
基
準
」に
相
当
す
る
内
容
を

テ
ー
マ
と
し
た「
全
般
、
気
候
、
個
別
テ
ー

マ
」、
人
材
育
成
方
針
や
社
内
環
境
整
備

方
針
、
従
業
員
の
状
況
等
を
テ
ー
マ
と
し

た「
人
的
資
本
、
従
業
員
の
状
況
」の
２
つ

に
分
け
て
事
例
等
を
掲
載
し
て
い
る
。

こ
こ
か
ら
は
、
サ
ス
テ
ナ
ビ
リ
テ
ィ
に

関
す
る
開
示
例
の
う
ち「
全
般
、
気
候
、

個
別
テ
ー
マ
」か
ら「
ガ
バ
ナ
ン
ス
」の
枠

組
み
に
関
す
る
事
例
と
個
別
テ
ー
マ（
知

的
財
産
）に
関
す
る
事
例
、「
人
的
資
本
、

従
業
員
の
状
況
」に
関
す
る
事
例
に
つ
い

て
紹
介
す
る
。

⑷　

開
示
府
令
第
三
号
様
式
記
載
上
の
注
意
⑽
が
準
用
す

る
第
二
号
様
式
記
載
上
の
注
意
㉚
参
照
。

⑴
　
サ
ス
テ
ナ
ビ
リ
テ
ィ
情
報
に
関

す
る
開
示
―
全
般
、
気
候
、
個
別

テ
ー
マ

サ
ス
テ
ナ
ビ
リ
テ
ィ
情
報
に
関
す
る
開

示
の
う
ち「
ガ
バ
ナ
ン
ス
」の
枠
組
み
に
関

し
て
は
、
投
資
家
等
か
ら「
監
督
と
執
行

の
役
割
分
担
を
明
確
に
記
載
す
る
と
と
も

に
、
取
締
役
会
で
の
報
告
・
協
議
・
決
議

の
具
体
的
な
内
容
を
記
載
す
る
こ
と
が
望

ま
し
い
」と
の
見
解
が
示
さ
れ
て
い
る
。

執
行
側
の
ガ
バ
ナ
ン
ス
体
制
に
つ
い
て
は

充
実
し
た
記
載
が
な
さ
れ
て
い
る
一
方

で
、
取
締
役
会
な
ど
の
監
督
側
の
視
点
で

の
記
載
が
乏
し
い
事
例
が
み
ら
れ
る
が
、

ガ
バ
ナ
ン
ス
の
開
示
は
サ
ス
テ
ナ
ビ
リ

テ
ィ
関
連
の
リ
ス
ク
と
機
会
を
モ
ニ
タ
リ

ン
グ
し
、
管
理
し
、
監
督
す
る
た
め
の
体

制
を
開
示
す
る
目
的
で
あ
る
と
さ
れ
て
い

る
た
め
、
監
督
側
の
視
点
で
し
っ
か
り
と

記
載
し
て
ほ
し
い
と
い
う
こ
と
で
あ
る
。

こ
の
点
の
参
考
と
な
る
開
示
例
と
し

て
、
㈱
リ
コ
ー
の
事
例
で
は
、
監
督
と
執

行
に
分
け
て
記
載
し
、
監
督
体
制
、
実
施

方
法
を
具
体
的
に
記
載
し
て
い
る
。
さ
ら

に
、
取
締
役
の
ス
キ
ル
開
発
や
役
員
報
酬

の
評
価
体
系
に
サ
ス
テ
ナ
ビ
リ
テ
ィ
に
関

す
る
指
標
が
含
ま
れ
て
い
る
こ
と
に
つ
い

て
も
、
有
報
の
他
の
記
載
項
目
を
参
照
し

な
が
ら
簡
潔
に
記
載
し
て
い
る
。

次
に
、
気
候
変
動
以
外
の
サ
ス
テ
ナ
ビ

リ
テ
ィ
開
示
に
関
す
る
個
別
テ
ー
マ
に
関

し
て
は
、
投
資
家
等
か
ら「
知
的
財
産
や

自
然
資
本
の
開
示
で
は
、
経
営
戦
略
と
の

関
連
性
を
明
確
に
す
る
こ
と
が
望
ま
し

い
」と
の
見
解
が
示
さ
れ
て
い
る
。
た
と

え
ば
、
知
的
財
産
権
に
つ
い
て
、
単
な
る

保
有
状
況
で
は
な
く
企
業
価
値
向
上
に
ど

ガ
バ
ナ
ン
ス
の
状
況
等
ほ
か
の
開
示
例
」

と
し
て
、「
事
業
等
の
リ
ス
ク
」、「
経
営

者
に
よ
る
財
政
状
態
、
経
営
成
績
及
び

キ
ャ
ッ
シ
ュ
・
フ
ロ
ー
の
状
況
の
分
析
」

（
以
下
、「
Ｍ
Ｄ
＆
Ａ
」と
い
う
）、「
重
要
な

契
約
等
」、「
コ
ー
ポ
レ
ー
ト
・
ガ
バ
ナ
ン

ス
の
概
要
」、「
監
査
の
状
況
」お
よ
び「
株

式
の
保
有
状
況
」の
各
項
目
に
お
い
て
参

考
に
な
る
事
例
等
を
取
り
上
げ
て
い
る
。

中
堅
中
小
上
場
企
業
の
好
事
例
⑶
に
つ

い
て
は
、
昨
年
度
と
は
異
な
り
独
立
の

テ
ー
マ
と
は
し
て
い
な
い
が
、
各
テ
ー
マ

の
事
例
に
含
ん
で
取
り
上
げ
て
い
る
。

⑶　

中
堅
中
小
上
場
企
業
の
事
例
選
定
に
あ
た
っ
て
は
、
直

近
売
上
高
が
３
０
０
億
円
以
下
の
企
業
を
対
象
範
囲
と
し

て
い
る
。

好
開
示
の
ポ
イ
ン
ト
等

こ
こ
か
ら
は
、
好
事
例
集
よ
り
、
２
０

２
６
年
３
月
期
以
降
の
有
報
作
成
の
参
考

と
な
る
好
事
例
を
示
し
つ
つ
、
投
資
家
等

の
期
待
す
る
開
示
の
ポ
イ
ン
ト
や
留
意
点

等
を
紹
介
す
る
。

　有
報
の
サ
ス
テ
ナ
ビ
リ

テ
ィ
に
関
す
る
考
え
方
及

び
取
組
み
に
関
す
る
開
示

例「
企
業
内
容
等
の
開
示
に
関
す
る
内
閣

府
令
」（
以
下
、「
開
示
府
令
」と
い
う
）に
お

い
て
は
、
サ
ス
テ
ナ
ビ
リ
テ
ィ
に
関
す

る
開
示
に
つ
い
て
、「
ガ
バ
ナ
ン
ス
」、「
戦

略
」、「
リ
ス
ク
管
理
」と「
指
標
及
び
目
標
」

の
４
つ
の
枠
組
み
で
開
示
す
る
こ
と
を
求

め
て
い
る
⑷
。
こ
の
う
ち
、「
ガ
バ
ナ
ン
ス
」

と「
リ
ス
ク
管
理
」に
つ
い
て
は
、
す
べ
て

の
企
業
に
開
示
が
求
め
ら
れ
る
必
須
記
載

項
目
、「
戦
略
」と「
指
標
及
び
目
標
」は
、

各
企
業
が
重
要
性
を
判
断
し
て
開
示
す
る

項
目
と
し
て
い
る
。
ま
た
、
重
要
性
の
判

断
に
か
か
わ
ら
ず
、
人
的
資
本
に
関
し
て

は
、「
戦
略
」に
お
い
て
人
材
の
多
様
性
の

確
保
を
含
む
人
材
育
成
方
針
や
社
内
環
境

整
備
方
針
を
記
載
し
、「
指
標
及
び
目
標
」

に
お
い
て
当
該
方
針
に
関
す
る
指
標
の
内

容
、
当
該
指
標
を
用
い
た
目
標
お
よ
び
実

績
に
つ
い
て
記
載
す
る
こ
と
が
求
め
ら
れ

て
い
る
。

さ
ら
に
、
２
０
２
５
年
３
月
５
日
に
サ

ス
テ
ナ
ビ
リ
テ
ィ
基
準
委
員
会（
Ｓ
Ｓ
Ｂ

Ｊ
）よ
り「
サ
ス
テ
ナ
ビ
リ
テ
ィ
開
示
基

準
」（
以
下
、「
Ｓ
Ｓ
Ｂ
Ｊ
基
準
」と
い
う
）が

公
表
さ
れ
、
金
融
審
議
会「
サ
ス
テ
ナ
ビ

リ
テ
ィ
情
報
の
開
示
と
保
証
の
あ
り
方

に
関
す
る
ワ
ー
キ
ン
グ
・
グ
ル
ー
プ
」報

告（
２
０
２
６
年
１
月
８
日
公
表
）で
は
、

２
０
２
７
年
３
月
期
か
ら
、
時
価
総
額
が

一
定
規
模
以
上
の
東
京
証
券
取
引
所
プ
ラ

イ
ム
市
場
上
場
会
社
に
対
し
、
段
階
的
に
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う
寄
与
す
る
か
を
説
明
す
る
こ
と
な
ど
は

有
用
と
い
う
こ
と
で
あ
る
。 

こ
の
点
の
参
考
と
な
る
開
示
例
と
し

て
、
セ
イ
コ
ー
エ
プ
ソ
ン
㈱
の
事
例
を
紹

介
す
る
。
本
事
例
で
は
、
戦
略
に
お
い
て

知
的
財
産
に
関
す
る
活
動
に
つ
い
て
の
事

業
戦
略
と
の
関
係
や
企
業
価
値
の
創
造
と

の
つ
な
が
り
に
つ
い
て
、
企
業
独
自
の
指

標
で
あ
る
価
値
階
層
レ
ベ
ル
の
説
明
と
と

も
に
記
載
し
、
指
標
及
び
目
標
に
お
い
て

当
該
指
標
に
関
連
す
る
企
業
の
状
況
に
つ

い
て
説
明
を
行
う
こ
と
で
、
企
業
の
知
財

戦
略
の
現
在
地
を
理
解
し
や
す
い
開
示
と

な
っ
て
い
る（
図
表
１
参
照
）。

投
資
家
等
か
ら
は
、
前
述
の
見
解
以
外

に
も「
有
報
の
複
数
項
目
に
関
連
す
る
事
項

に
つ
い
て
重
複
を
避
け
る
工
夫
は
有
用
で

あ
る
。
た
だ
し
、
参
照
元
の
要
求
事
項
が

参
照
先
の
開
示
を
参
照
す
る
こ
と
で
満
た

さ
れ
る
か
ど
う
か
に
つ
い
て
留
意
し
て
行

う
必
要
が
あ
る
」と
の
見
解
も
示
さ
れ
て

い
る
が
、
先
に
紹
介
し
た
㈱
リ
コ
ー
の
開

示
に
お
い
て
も
、
有
報
の
他
の
記
載
項
目

を
参
照
す
る
な
ど
の
工
夫
が
み
ら
れ
る
。

こ
の
他
、
好
事
例
集
に
は
、
特
定
し
た

サ
ス
テ
ナ
ビ
リ
テ
ィ
関
連
の
リ
ス
ク
・
機

会
と
具
体
的
な
取
組
み
の
対
応
関
係
を
、

表
形
式
を
用
い
て
明
確
に
示
し
て
い
る
事

例
や
、
財
務
的
影
響
や
影
響
期
間
に
つ
い

て
脚
注
な
ど
で
具
体
的
な
数
値
を
開
示
し

て
い
る
事
例
等
も
掲
載
し
て
い
る
。

⑵
　
サ
ス
テ
ナ
ビ
リ
テ
ィ
情
報
に
関

す
る
開
示
―
人
的
資
本
、
従
業
員

の
状
況

サ
ス
テ
ナ
ビ
リ
テ
ィ
情
報
に
関
す
る
開

示
の
２
つ
目
は
、
人
的
資
本
、
従
業
員
の

状
況
で
あ
る
。

人
的
資
本
の
開
示
に
関
し
て
は
、
投
資

家
等
か
ら「
経
営
戦
略
と
人
材
戦
略
の
連

動
性
を
明
確
に
示
す
こ
と
が
望
ま
し
い
」、

「
人
的
資
本
の
指
標
は
、
戦
略
と
指
標
及

び
目
標
の
連
動
が
重
要
」等
の
見
解
が
示

さ
れ
て
い
る
。

こ
の
点
に
関
し
、
人
材
戦
略
等
の
参
考

と
な
る
開
示
例
と
し
て
、
㈱
日
立
製
作
所

の
事
例
を
紹
介
す
る
。
本
事
例
で
は
、
戦

略
に
お
い
て
中
期
経
営
計
画
に
お
け
る
経

営
戦
略
を
実
現
す
る
た
め
に
求
め
ら
れ
る

人
財
お
よ
び
組
織
を
記
載
し
た
う
え
で
、

デ
ジ
タ
ル
人
財
の
確
保
な
ど
、
必
要
と
な

る
人
事
戦
略
に
つ
い
て
説
明
し
、
指
標
及

び
目
標
に
お
い
て
当
該
戦
略
に
関
連
す
る

指
標
を
開
示
し
て
い
る（
図
表
２
、
図
表

３
、
34
頁
図
表
４
参
照
）。

さ
ら
に
、
投
資
家
等
か
ら
は「
事
業
戦

略
ご
と
の
必
要
人
材
数
や
ス
キ
ル
構
成
を

定
量
的
に
開
示
す
る
こ
と
が
望
ま
し
い
」

と
の
見
解
も
示
さ
れ
て
い
る
。
ど
の
事
業

に
ど
れ
だ
け
の
人
材
が
必
要
で
、
育
成
・

採
用
計
画
が
ど
の
よ
う
に
収
益
予
測
に
結

び
つ
く
の
か
な
ど
、
企
業
の
目
的
意
識
が

理
解
で
き
る
デ
ー
タ
を
開
示
す
る
こ
と

で
、
デ
ー
タ
の
意
味
が
伝
わ
り
建
設
的
な

対
話
に
つ
な
が
る
こ
と
が
期
待
さ
れ
る
。

こ
の
点
、
㈱
日
立
製
作
所
の
開
示
で
は
、

戦
略
に
お
い
て
記
載
さ
れ
た
デ
ジ
タ
ル
人

財
の
確
保
・
育
成
に
つ
い
て
必
要
と
さ
れ

る
目
標
と
実
績
が
開
示
さ
れ
て
い
る
な

ど
、
参
考
に
な
る
事
例
の
１
つ
で
あ
る
と

考
え
ら
れ
る
。

な
お
、
人
的
資
本
の
開
示
に
あ
た
っ
て

は
、
内
閣
官
房
・
金
融
庁
・
経
済
産
業
省

に
お
い
て
本
年
３
月
23
日
に「
人
的
資
本

可
視
化
指
針（
改
訂
版
）」等
の
資
料
も
公

表
⑸
し
て
お
り
、
別
紙「
戦
略
に
焦
点
を

②戦略
　エプソンの知的財産戦略は、下図に示す知的財産活動の価値階層に沿って、下位レベルの活動を基盤と
して、上位レベルの活動に展開し、階層レベルを一歩一歩着実に上がってきました。
　現在、エプソンの知的財産活動は、レベル４以下の各々の活動を進化・発展させながら、それを基盤として、
最上位のレベル５の実現を目指しています。レベル５の階層はレベル１からレベル４の階層の延長線上に
あるものではなく、知財活動としても大きな飛躍が必要と考えています。

※26　Clarivate社が提供するDerwent Innovationを使用して分析した例。
当社と他社それぞれの強みを可視化することで、戦略立案に活用。詳細は下記参照
https://corporate.epson/ja/technology/intellectual-property/research.html

※27　知的財産ポートフォリオの活用戦略において、自社と競合他社の実施状況を２軸で表した４象限の図で考え方
を整理（Ｃカーブ）し、Ｃカーブをベースに知的財産ポートフォリオの活用戦略を策定。詳細は下記参照
https://corporate.epson/ja/technology/intellectual-property/strategy.html

（図表１）　セイコーエプソン㈱の事例

（出所）　「記述情報の開示の好事例集2025」

⑵
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あ
て
た
人
的
資
本
開
示
～
投
資
家
の
期
待

に
応
え
る
た
め
の
考
え
方
の
整
理
～
」に

お
い
て
は
、
経
営
戦
略
と
人
材
戦
略
の
連

動
の
考
え
方
な
ど
に
つ
い
て
詳
し
く
記
載

し
て
い
る
た
め
、
こ
ち
ら
も
参
考
と
し
て

い
た
だ
き
た
い
。

さ
ら
に
、
人
的
資
本
お
よ
び
従
業
員
の

状
況
に
つ
い
て
は
、
２
０
２
６
年
２
月
20

日
の
改
正
開
示
府
令
の
公
布
・
施
行
に
よ

り
、
２
０
２
６
年
３
月
31
日
以
後
に
終
了

す
る
事
業
年
度
に
係
る
有
報
か
ら
⑹
、「
従

業
員
の
状
況
」の
記
載
位
置
を「
第
１【
企

業
の
概
況
】」か
ら「
第
４【
提
出
会
社
の
状

況
】」に
移
動
し
た
う
え
、
新
た
に
開
示
が

求
め
ら
れ
る
事
項
⑺
が
あ
る
。
本
稿
で
は

詳
細
に
つ
い
て
は
触
れ
な
い
が
、
金
融
庁

ウ
ェ
ブ
サ
イ
ト
に
お
い
て
、
パ
ブ
リ
ッ
ク

コ
メ
ン
ト
へ
の
回
答
も
含
め
て
掲
載
し
て

い
る
た
め
、
参
照
い
た
だ
き
た
い
⑻
。

ま
た
、
従
業
員
の
状
況
に
関
し
て
は
、

投
資
家
等
か
ら「
多
様
性
指
標
の
開
示
に

お
い
て
、
都
合
の
よ
く
な
い
数
字
で
あ
っ

て
も
開
示
し
、
自
社
の
弱
み
を
含
ん
だ
原

因
に
つ
い
て
客
観
的
に
分
析
を
行
い
、
そ

の
解
消
の
た
め
の
対
応
策
に
つ
い
て
開
示

を
行
う
こ
と
は
、
企
業
の
人
事
戦
略
の
進

捗
を
把
握
す
る
う
え
で
有
用
」と
の
見
解

が
示
さ
れ
て
い
る
。 

従
業
員
の
状
況
の
参
考
と
な
る
開
示
例

と
し
て
、
㈱
デ
ン
ソ
ー
の
事
例
を
紹
介
す

る
。
本
事
例
で
は
、
各
男
女
比
率
に
つ
い

て
、
自
社
の
弱
み
に
つ
い
て
認
識
し
た
う

②人的資本・多様性に関する取組
（イ）戦略
　日立は、人的資本、すなわち人こそが価値の源泉であると考えており、「人財」を重要な経営資本の１つ
として強化しています。世界中の従業員の力を結集することで顧客と社会に価値を提供し、サステナブル
な社会の実現に貢献することをめざしています。
　急速に変化する事業環境において、社会イノベーション事業のグローバルな展開を進めるために、多様
な人財が国・地域・事業体を超えてOne Teamで業務遂行する組織体制を構築し、変化に速やかに適応し
うるプロアクティブな人財の強化と組織文化の醸成を求めています。

【サステナビリティに関する考え方及び取組】 ※ 一部抜粋

2024中期経営計画に関する取組
　日立は、2024中期経営計画において、以下の方針のもと人財の確保・育成と社内環境の整備に取り
組んできました。

（図表２）　㈱日立製作所の事例①

（出所）　「記述情報の開示の好事例集2025」

⑴

（図表３）　㈱日立製作所の事例②

「People(Talent)」施策②：デジタル人財の確保・育成
　デジタル技術を活用した社会イノベーション事業を加速し、日立の成長のドライバーであるLumada事業の
成長を実現するために、DX（デジタルトランスフォーメーション）をけん引する人財（デジタル人財）の確保
と育成に力を入れています。
　Lumada事業の成長に伴い、採用・事業買収を通じたグローバルでのデジタル人財の獲得を進めるとともに、
当グループのコーポレートユニバーシティ（企業内大学）である日立アカデミー社を中心に、100コース以上に
わたる独自のDX研修体系や実務経験を通じた育成プログラムの拡充、GlobalLogic社のメソドロジーを活用
した内部の人財育成の強化に取り組んでいます。2024年度までに2024中期経営計画の目標である97,000人
を超える107,000人のデジタル人財の確保を実現しており、今後もLumada事業をけん引する人財の確保・育
成を継続して推進していきます。

　従業員エンゲージメント向上に向けたアクション立案・実行を推進する上での課題特定手段の一つとして、
エンゲージメント・ドライバー（従業員エンゲージメントを高める上で相関性の高い項目）に着目し、グローバ
ルでの人財の流動化促進を含めた適所適財の推進（ジョブ型人財マネジメントを含みます。）、日立グループコア・
コンピテンシーの浸透を通じた心理的安全性の高い職場環境の醸成と日立カルチャーの醸成、タウンホールミー
ティングや座談会、社内SNS等を活用した経営トップとの双方向コミュニケーション強化等を進めてきました。
　その結果、2024中期経営計画において「従業員エンゲージメントスコア（注）」を2024年度までに71.0%と
するストレッチ目標に対し、2024年度は71.5%となり、目標を達成しました。
（注）従業員サーベイにおける従業員エンゲージメントの設問に対する肯定的回答率。（「自社で働くことへの誇り」「働
き甲斐のある職場であるか」「仕事へのやりがい・達成感」「当面自社で勤務する勤続意欲」の４点から測定）

（以下略）

【サステナビリティに関する考え方及び取組】  ※ 一部抜粋

「Mindset（Culture）」施策： 従業員エンゲージメントの向上・グローバルでの日立カルチャーの醸成

　毎年、グローバルに従業員サーベイ
「Hitachi Insights」を実施し、人財マネジ
メント施策を企画・推進しています。経営
層及び各職場のマネージャーは、自組織の
サーベイ結果をメンバーと共有し、組織とし
ての課題を把握した上で、対策となるアク
ションを立案・実行してPDCAサイクルを継
続的に回しています。

⑴

⑵

（出所）　「記述情報の開示の好事例集2025」

当局解説
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（図表４）　㈱日立製作所の事例③

（出所）　「記述情報の開示の好事例集2025」

（ロ）　指標及び目標
　2024中期経営計画期間における具体的な人財施策の実行にあたっては、各施策が経営目標や主な経営戦
略にどのように繋がっているかを整理し、それぞれの人財戦略・施策に対してKPIを設け、進捗をモニタ
リングしてきました。
　そのうち、特に重要性が高い人財戦略・施策である「デジタル人財の確保・育成」「従業員エンゲージメ
ント強化（注）１」「多様な視点の推進（注）２、３」についての指標は以下のとおりであり、2022年度
に設定・公表した３つのKPI全てにおいて2024中期経営計画目標を達成しました。

【サステナビリティに関する考え方及び取組】   ※ 一部抜粋

（以下略）

え
で
、
原
因
を
分
析
し
、
そ
の
解
消
の
た

め
の
対
応
策
に
つ
い
て
具
体
的
に
記
載
し

て
い
る（
図
表
５
参
照
）。
本
事
例
に
関
し

て
は
、
問
題
意
識
と
し
て
、「
女
性
管
理
職

比
率
」や「
男
女
賃
金
差
異
」が
低
い
こ
と

に
つ
い
て
、
会
社
の
考
え
や
取
組
み
が
ス

テ
ー
ク
ホ
ル
ダ
ー
に
十
分
伝
わ
ら
な
い
可

能
性
が
あ
る
こ
と
を
課
題
と
し
て
捉
え
た

こ
と
や
プ
ロ
セ
ス
や
開
示
に
あ
た
っ
て
の

工
夫
、
開
示
の
充
実
に
よ
る
メ
リ
ッ
ト
な

ど
、
開
示
に
あ
た
っ
て
の
主
な
取
組
み
の

内
容
に
つ
い
て
も
掲
載
し
て
い
る（
図
表

６
参
照
）。

こ
の
他
、
好
事
例
集
に
は
、
具
体
的
な

人
材
戦
略
に
お
け
る
指
標
と
し
て
量
的
な

面
で
営
業
人
員
の
増
お
よ
び
質
的
な
面
で

１
人
当
た
り
収
益
の
強
化
を
掲
げ
た
う
え

で
、
そ
の
実
績
を
開
示
し
て
い
る
事
例
や
、

経
営
理
念
に
関
連
し
た
各
取
組
み
に
よ
り

離
職
率
の
低
下
や
労
働
効
率
の
改
善
が
み

ら
れ
て
い
る
事
例
、
年
代
別
平
均
給
与
を

複
数
年
度
に
わ
た
っ
て
開
示
し
て
い
る
事

例
、
非
正
規
雇
用
者
の
平
均
給
与
に
つ
い
て

開
示
し
て
い
る
事
例
等
も
掲
載
し
て
い
る
。

⑸　

内
閣
官
房
・
金
融
庁
・
経
済
産
業
省
に
よ
る
次
の
資

料（
２
０
２
６
年
３
月
23
日
公
表
）参
照（https://w

w
w
.

cas.go.jp/jp/seisaku/nipponseichosenryaku/
hizaim

u/index.htm
l

）。

・
人
的
資
本
可
視
化
指
針（
改
訂
版
）

・
戦
略
に
焦
点
を
あ
て
た
人
的
資
本
開
示
～
投
資
家
の
期

待
に
応
え
る
た
め
の
考
え
方
の
整
理
～
（
人
的
資
本
可

視
化
指
針（
改
訂
版
）別
紙
）

・
経
営
戦
略
と
人
材
戦
略
の
連
動
及
び
そ
れ
を
踏
ま
え
た

指
標
の
開
示
事
例（
付
録
①
）

⑹　
「
企
業
内
容
等
の
開
示
に
関
す
る
内
閣
府
令
及
び
特
定

有
価
証
券
の
内
容
等
の
開
示
に
関
す
る
内
閣
府
令
の
一
部

を
改
正
す
る
内
閣
府
令
」（
２
０
２
６
年
２
月
20
日
公
布
）

第
二
号
様
式「
第
二
部　

第
４【
提
出
会
社
の
状
況
】」、記
載

上
の
注
意「（
58
―
２
）人
材
戦
略
に
関
す
る
基
本
方
針
等
」、

「（
58
―
３
）従
業
員
の
状
況
」お
よ
び
附
則
２
条
参
照
。

<参考>学生における
女性比率

当社新卒
女性採用比率目標

当社新卒女性採用比率 実績
22年卒 23年卒 24年卒 25年卒

事務 約50％ (文系専攻) 50％ 29％ 48％ 44％ 38％
技術 約10％ (工業系専攻) 15％ 10％ ５％ 10％ ８％
技能 約15％ (工業高校) 30％ 21％ 21％ 20％ 21％

５ 【従業員の状況】※  ※ 一部抜粋
(4) 管理職に占める女性従業員の割合、男性従業員の育児休業取得率及び従業員の男女の賃金の差異

＜D&I・女性活躍推進の考え方とこれまでの取り組み＞
　当社では、イノベーションの源泉は、異なる意見・アイデアを自由闊達に交わせる共創環境であると考えてい
ます。その環境を生み出すには、ダイバーシティ&インクルージョンが重要であり、これまでも、ヒトづくりの柱
の一つとして「多様性」を掲げ、異なる知恵やアイデアを融合させることで、製品実現力を向上させ、会社の
成長を促進してきました。特に、女性活躍推進においては、あらゆる階層や場面において、女性が男性と同じ
ように意思決定プロセスに参画することで、男性多数の議論では出にくい発想や発言が加わり、より社会に喜
ばれる価値が提供できるものだと考えています。しかしながら、当社では、全社員に占める女性の割合が約
16％と男性と大きく差があります。これは、当社が技術・技能を中心とするモノづくりの会社であり、日本にお
いては、理系・工業系を専攻する女性が少ないことに起因しています。そこで、2014年から女性活躍推進の専
任組織を立ち上げ、CHROリードの下で女性の採用活動を強化し、女性の在籍比率を高める取り組みを進める
とともに、アンコンシャスバイアスを払拭する研修や女性のキャリアを後押しする人財育成、育児や介護の制度
の拡充、柔軟な勤務制度の導入等にも取り組んできました。結果として、専任部門を設置した当初の女性管理
職数は約40人でしたが、現在は４倍の160人にまで増加させることができました。また、部長格の女性も複数
名輩出することができ、より多くの意思決定プロセスに女性が参画する場面も増えてきています。しかしながら、
未だ管理職に占める女性の割合は低く、是正に向けて以下の通り取り組みを進めています。

＜管理職に占める女性の割合＞
当社においては、管理職に占める女性の割合は約２％であり、全社員に占める女性の割合約16％と比較しても
低くなっています。この主要因としては、①在籍人員の年齢構成 ②職種における男女差の２点が挙げられます。

①在籍人員の年齢構成
　当社の、男性における40歳以上の比率は約65％に対し、女性におけるその比率は約45％となっており、女
性の経験年数の短さが、管理職比率の低さにつながっています。これは、男性は、過去から安定的に採用して
いた一方、女性は約15年前に女性活躍推進を強化するまで、女性の入社者が少なかったことに起因しています。
現在では、毎年一定数の女性に入社していただくべく、新卒の女性採用比率目標を事務50％、技術15％、技能
30％と定めて取り組みを進めています。この目標値は、当社がターゲットとしている採用市場における女性比
率と比較し、同等又は高い目標であり、応募フェーズからより多くの女性に選んでいただけるように採用PR等
を強化しています。なお、各職種における応募時点での女性比率と入社時の女性比率は同等となっており、選
考過程における男女の差はありません。

（図表５）　㈱デンソーの事例

（出所）　「記述情報の開示の好事例集2025」
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⑺　

①
連
結
ベ
ー
ス
の
企
業
戦
略
と
関
連
づ
け
た
人
材
戦

略
、②
①
を
踏
ま
え
た
従
業
員
給
与
等
の
決
定
方
針（
提
出

会
社
（※）
に
つ
い
て
の
方
針
に
限
定
可
）、
③
提
出
会
社
（※）
の

従
業
員
の
平
均
給
与
の
対
前
年
比
増
減
率

※　

提
出
会
社
が
主
と
し
て
子
会
社
の
経
営
管
理
を
行
う

会
社
で
あ
る
場
合
に
は
、
提
出
会
社
お
よ
び
最
大
人
員

会
社（
外
国
会
社
を
除
く
連
結
子
会
社
の
う
ち
、
従
業
員

数
が
最
も
多
い
会
社
を
い
う
。当
該
会
社
の
従
業
員
数

が
連
結
会
社
の
従
業
員
数
の
過
半
数
を
超
え
な
い
場
合

に
は
、次
に
従
業
員
数
の
多
い
会
社
も
含
む
）を
い
う
。

⑻　

https://w
w
w
.fsa.go.jp/new

s/r7/shouken/

　

20260220/20260220.htm
l

⑶
　
サ
ス
テ
ナ
ビ
リ
テ
ィ
情
報
に
関

す
る
開
示
―
サ
ス
テ
ナ
ビ
リ
テ
ィ

開
示
全
般

前
記
の
他
に
、
投
資
家
等
か
ら
は
、
サ

ス
テ
ナ
ビ
リ
テ
ィ
開
示
全
般
に
関
す
る
事

項
と
し
て
次
の
よ
う
な
見
解
が
示
さ
れ
て

い
る
。

ま
ず
、
サ
ス
テ
ナ
ビ
リ
テ
ィ
開
示
に
お

け
る「
マ
テ
リ
ア
リ
テ
ィ
」の
捉
え
方
に
つ

い
て
注
意
が
必
要
と
い
う
見
解
で
あ
る
。

こ
れ
は
、
マ
テ
リ
ア
リ
テ
ィ
（
重
要
課

題
）と
し
て
サ
ス
テ
ナ
ビ
リ
テ
ィ
の
項
目

を
列
挙
し
て
い
る
事
例
が
み
ら
れ
る
も
の

の
、
サ
ス
テ
ナ
ビ
リ
テ
ィ
項
目
を
幅
広
く

列
挙
す
る
こ
と
が
、
必
ず
し
も
Ｓ
Ｓ
Ｂ
Ｊ

基
準
や
国
際
サ
ス
テ
ナ
ビ
リ
テ
ィ
基
準
審

議
会（
Ｉ
Ｓ
Ｓ
Ｂ
）基
準
が
求
め
る「
重
要

性（m
ateriality

）」⑼
に
基
づ
く
開
示
と

は
一
致
し
な
い
と
い
う
こ
と
で
あ
る
。
Ｓ

Ｓ
Ｂ
Ｊ
基
準
で
は
、
企
業
の
財
政
状
態
や

経
営
成
績
、
将
来
キ
ャ
ッ
シ
ュ
・
フ
ロ
ー

に
影
響
を
与
え
る
可
能
性
の
あ
る
サ
ス
テ

ナ
ビ
リ
テ
ィ
関
連
の
リ
ス
ク
お
よ
び
機
会

の
う
ち
、
重
要
性
が
あ
る
情
報
を
開
示
す

る
こ
と
が
求
め
ら
れ
て
い
る
。
し
た
が
っ

て
、
開
示
に
あ
た
っ
て
は「
ど
の
サ
ス
テ

ナ
ビ
リ
テ
ィ
項
目
を
扱
っ
て
い
る
か
」で

は
な
く
、「
そ
れ
が
企
業
価
値
に
と
っ
て
ど

の
よ
う
な
リ
ス
ク
・
機
会
で
あ
り
、
ど
の

程
度
重
要
か
」と
い
う
観
点
が
重
要
と
な

る
と
い
う
こ
と
で
あ
る
。

次
に
、企
業
価
値
や
将
来
キ
ャ
ッ
シ
ュ
・

フ
ロ
ー
へ
の
影
響
を
投
資
家
が
判
断
で
き

る
よ
う
、
企
業
価
値
に
影
響
の
あ
る
重
要

な
情
報
を
開
示
す
る
こ
と
が
望
ま
し
い
と

の
見
解
も
示
さ
れ
て
い
る
。

Ｓ
Ｓ
Ｂ
Ｊ
基
準
に
お
い
て「
重
要
性
が

あ
る
」と
は
、「
財
務
報
告
書
の
主
要
な
利

用
者
が
行
う
意
思
決
定
に
影
響
を
与
え
る

と
合
理
的
に
見
込
み
得
る
こ
と
」と
定
義

さ
れ
て
い
る
。
こ
の
た
め
、
サ
ス
テ
ナ
ビ

リ
テ
ィ
開
示
に
お
い
て
は
、
投
資
家
を
主

要
な
利
用
者
と
し
て
明
確
に
認
識
し
た
う

え
で
、
財
務
的
影
響
の
観
点
か
ら
重
要
な

情
報
を
開
示
す
る
こ
と
が
求
め
ら
れ
る
。

一
方
、
Ｇ
Ｒ
Ｉ
や
Ｃ
Ｓ
Ｒ
Ｄ
に
み
ら
れ

る
よ
う
な
二
軸
モ
デ
ル（
社
会
へ
の
影
響

（図表６）　㈱デンソーの主な取組み

（出所）　「記述情報の開示の好事例集2025」

好事例として採り上げた企業の主な取組（株式会社デンソー）

経緯や
問題意識

・23年3月期から、人的資本（女性管理職比率・男性育休取得率・男
女賃金差異）では、法定要件を満たす最低限の実績値と簡素な補足
説明を開示している。

・「女性管理職比率」や「男女賃金差異」が低いことについて、会社の考
えや取組みがステークホルダーに十分伝わらない可能性が有ること
を課題として捉えた。

・上記課題の原因を追究し、要因や改善活動を開示することで、ステー
クホルダーの理解を得たいと考えた。

・開示に至るまでのプロセス・工夫は以下のとおり。
原因追究の結果

判明した要因
当社の

改善活動 プロセスで工夫した点

1　女性入社者
の少なさ

女性社員採
用強化

【採用に関する情報を有報で開示できるか】
社員の多くを占める「技術・技能系」の採用
市場（工業系専攻）における女性学生比率
や、当社の採用目標比率
→アピールの場として開示するよう社内調

整
2　昇格上限の

ある職種に占
める女性比率

一般職と総
合職の統合

【具体的な数値の開示】
統合による女性昇格者数等の実績数値の開
示

・上記について、人的資本責任者（副社長）、サステナビリティ統括責任者（執
行役員）といった役員に事前説明を行い、積極的に関与させた。

・任意報告書である「統合報告書」で未掲載である情報も、積極的に開
示を推進することで、統合報告書との相乗効果を醸成できた。

・「学生における女性比率」や「採用した女性実績比率」は、図表化し視
認性・理解度向上に寄与した。

・採用ポスターやセミナー資料を公開し、具体的なイメージを持てるよ
うにした。

プロセスの
工夫等

充実化した
ことによる
メリット等

開示をする
に当たって

の工夫

当局解説

と
企
業
へ
の
影
響
）に
基
づ
く
情
報
を
追

加
的
に
開
示
す
る
こ
と
自
体
は
否
定
さ
れ

る
も
の
で
は
な
い
⑽
。
た
だ
し
、
Ｓ
Ｓ
Ｂ

Ｊ
基
準
で
は
、
こ
れ
ら
の
他
の
基
準
に
つ

い
て
は
、
同
基
準
と
矛
盾
し
な
い
範
囲
で

参
照
し
、
そ
の
適
用
可
能
性
を
考
慮
す
る

こ
と
が
で
き
る
と
さ
れ
て
い
る
点
に
留
意

が
必
要
で
あ
る
⑾
。

ま
た
、
Ｓ
Ｓ
Ｂ
Ｊ
基
準
で
要
求
さ
れ
て

い
な
い
情
報
を
あ
わ
せ
て
開
示
す
る
場
合

に
は
、
そ
の
情
報
に
よ
っ
て
サ
ス
テ
ナ
ビ

リ
テ
ィ
関
連
財
務
開
示
が
不
明
瞭
に
な
ら

な
い
よ
う
配
慮
す
る
こ
と
が
求
め
ら
れ
て

い
る
⑿
。
こ
の
点
に
つ
い
て
は
、
有
識
者

か
ら
も
、
Ｓ
Ｓ
Ｂ
Ｊ
基
準
に
該
当
し
な
い

事
項
に
つ
い
て
は
、
サ
ス
テ
ナ
ビ
リ
テ
ィ

関
連
財
務
開
示
と
は
区
別
し
た
開
示
欄
で

示
す
こ
と
が
望
ま
し
い
と
い
っ
た
見
解
が

示
さ
れ
て
い
る
。

⑼　

重
要
性
が
あ
る（m

aterial

）情
報
の
定
義
に
関
す
る

参
考
資
料

・
適
用
基
準
４
項
⑺
、48
項

・
Ｓ
Ｓ
Ｂ
Ｊ
ハ
ン
ド
ブ
ッ
ク「
識
別
し
た
リ
ス
ク
及
び
機

会
に
関
す
る
情
報
の
重
要
性
の
判
断
」（
２
０
２
５
年

８
月
29
日
）

⑽　

有
報
に
お
い
て
、
Ｓ
Ｓ
Ｂ
Ｊ
基
準
の
要
求
事
項
に
関
連

す
る
事
項
を
追
加
し
て
記
載
す
る
こ
と
が
で
き
る
と
さ
れ

て
い
る（
開
示
府
令
第
三
号
様
式
記
載
上
の
注
意
⑴
ａ
）。

⑾　

適
用
基
準
55
項
参
照
。

⑿　

追
加
的
な
情
報
に
関
す
る
参
考
資
料

・
適
用
基
準
63
項

・
Ｓ
Ｓ
Ｂ
Ｊ
ハ
ン
ド
ブ
ッ
ク「
追
加
的
な
情
報
」（
２
０
２
５

年
３
月
31
日
）

＊

（
下
）で
は
、
有
報
の
コ
ー
ポ
レ
ー
ト
・

ガ
バ
ナ
ン
ス
の
状
況
等
ほ
か
の
開
示
例
等

に
つ
い
て
紹
介
す
る
。


